
Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 不当要求行為等に関する会議、研
回

3 3

① 修等開催回数 3 －

活動
② －

成果 不当要求行為等に関する会議、研
人

100 100

① 修等参加者数 119 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　不当要求防止責任者選任研修を平成30年4月20日に管理職職員を対象に実施し､43名の不当要求防止責任者を養成した｡ほか
状況

に新規採用職員研修(平成25年9月12日、28名受講)、副主幹及び主任職を対象とする研修(平成30年4月26日、48名受講）を実
の分析

施し活動･成果ともに目標を達成した｡

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 21112 不当要求行為等対策費

担当組織 危機管理防災課 危機管理防災課 担当 危機管理担当

組織コード
R2 05 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 01 02 01 24 03 01

記入日 令和元年 5月13日
R1 05 02 00 R1 01 02 01 24 03 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 03 安心して安全に暮らせるまち ○ 対象

分野 03 防犯

● 対象外
施策 32 防犯体制の強化

事業期間 平成１７年度 ～ 令和２年度

戸田市不当要求行為等対策要領

根拠法令 戸田市不当要求行為等対応マニュアル 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
職員

不当要求行為等に対し、全庁的に適切な対応ができるように指導・助言を行う。

事業目的

各課の不当要求行為等に対し指導・助言を行う。

職員に対し研修等を実施することにより不当要求行為等に対応する知識・姿勢を啓発する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 蕨警察署 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

不当要求行為 不当要求行為 不当要求行為 不当要求行為

等対策 等対策 等対策 等対策

事　業　費 0 5,697 5,381 5,381 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 13 14 14 0

一般財源 0 5,684 5,367 5,367 0

人　件　費 0 0 3,411.5 3,411.5 0

投入 常勤職員 0人 0人 0.5人 0.5人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0.9人 0.9人 0人

事業費＋人件費 0 5,697 8,793 8,793 0

指標名 単位 説明・算定式



2 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

Ｂ Ｂ －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

Ｂ Ｂ －

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

Ｂ Ｂ －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

Ｂ Ｂ －

４．令和元年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

特になし

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

行政に対する不当要求行為等の相談事案は、毎年発生しており、公平・公正な行政運営の側面からも本事業の取

事業の方向性 組は、大変重要な役割を担っている。また、対応する職員の安全確保、市民からの信頼を維持するためにも本事

業は継続的に実施する必要がある。

不当要求行為等への対応は、個人の問題とせず組織として対応する必要がある。組織として対応するにあたり、

職位により役割も異なるため、研修内容も工夫をし問題意識や対応能力の向上に努める。

今後の取組方針



0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 19 14 14 0

一般財源 0 13,839 12,244 12,244 0

人　件　費 0 0 7,164.15 7,164.15 0

投入 常勤職員 0人 0人 1.05人 1.05人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 1.8人 1.8人 0人

事業費＋人件費 0 13,858 19,422 19,422 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 全職員による防犯パトロール実施
回

５地区、週１回、月２０ 240 240

① 回数 回のパトロール実施 240 －

活動 自主防犯パトロールへの支援割合
％

支援回数÷自主防犯パト 100 100

② ロール実施回数 100 －

成果 犯罪発生件数
件

刑法犯認知件数(1月～12 1,270 1,093

① 月）前年実績－９％ 1,201 －

成果 とだピースガードメール登録者数
人

メール登録者数 4,960 4,960

② (H30～いいとだメールに統合) 3,002 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

各町会や民間事業者等の自主防犯団体によるパトロールは、防犯活動対策員や委託警備員の随行や助言等を行い、活発に実施
状況

され、職員による防犯パトロールと併せて目標を達成した。こうしたことから、犯罪発生件数は目標値よりも減少させること
の分析

ができた。一方、平成30年度からメール情報配信システムをいいとだメールに統合したことにより、登録者数が減少し、目標

を大きく下回った。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 7040 防犯対策事業

担当組織 市民生活部 防犯くらし交通課 担当 防犯担当

組織コード
R2 13 06 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 01 02 01 23 01 01

記入日 令和元年 5月24日
R1 13 06 00 R1 01 02 01 23 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 03 安心して安全に暮らせるまち ● 対象

分野 03 防犯

○ 対象外
施策 32 防犯体制の強化

事業期間 平成１７年度 ～ 令和２年度

戸田市みんなでつくる犯罪のないまち条例（平成１

根拠法令 ６年４月１日施行）・戸田市犯罪のないまちづくり 関連計画
通 達 等 協議会規則・戸田市防犯協会会則 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市民全体、市内事業者、市内各種団体

市、市民等、団体および関係行政機関がその機能及び能力をいかし、それぞれの役割を果たしつつ密接な連携を図りながら

事業目的 協働することにより、犯罪のない安心して暮らせる地域社会の実現を目的とする。

一人ひとりの防犯意識を向上させ、犯罪発生件数を減少させるため、防犯対策の全般的な事業を行う。この一環として、警

察官ОＢによる青色回転灯装備車両で市内全域パトロールや自主防犯活動の支援を実施している。また、各種啓発キャンペ

事業内容 ーンにも取り組んでいる。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 自主防犯団体 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

防犯対策事業 防犯対策事業 防犯対策事業 防犯対策事業

事　業　費 0 13,858 12,258 12,258 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0



は、市民に向けて犯罪情報等を迅速かつ効率的に提供できるツールであ

ることから、登録者の回復に向けて様々な機会を捉え、積極的にＰＲを行っていく。

4 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

Ａ Ａ －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

Ｂ Ｂ －

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

Ａ Ａ －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

Ａ Ａ －

４．令和元年度中に実施した見直し内容
市内のタクシー事業者から稼働可能な車両を譲り受け、パトロール実施を希望する町会や事業者等に貸出しを行

う事業の検討を行った。

見直し内容 ３０年度は事前準備として、譲り受けた車両に防犯対策車として必要な架装の実施（青色回転灯の装備、白黒塗

装、広報スピーカーの設置）や貸出制度の構築を行った。

本事業は、令和元年度中に本格実施となるが、青色回転灯装備車両によるパトロールが市内を巡回する機会が増

えることにより、さらなる犯罪の抑止に繋がることが期待できる。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

継続的に防犯対策を実施していることで、平成３０年の犯罪発生件数は平成２９年よりも１５６件減少した。今

事業の方向性 後も自主防犯活動支援や防犯パトロール、犯罪情報の提供等各種防犯活動を継続させ、犯罪発生件数の減少に繋

げていきたい。

各町会等で実施されている自主防犯パトロールを今後も継続的・効果的に実施するため、安全ステーションの職

員の支援の継続と、青色回転灯装備車両による自主防犯パトロール活動を連携させ長期継続させる。ふれあい安

全ステーション・けやき安全ステーションにおいても、地域の自主防犯活動の維持と総合的な防犯対策を実施し

今後の取組方針 ていく。また、いいとだメールについて



民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

防犯パトロー 防犯パトロー 防犯パトロー 防犯パトロー

ル及び安全ス ル及び安全ス ル及び安全ス ル及び安全ス

テーション運 テーション運 テーション運 テーション運

営、防犯カメ 営、防犯カメ 営、防犯カメ 営、防犯カメ

事　業　費 0 102,646 175,368 105,887 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 2,000 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 1,524 1,524 1,524 0

一般財源 0 101,122 171,844 104,363 0

人　件　費 0 0 3,070.35 3,070.35 0

投入 常勤職員 0人 0人 0.45人 0.45人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 1.95人 1.95人 0人

事業費＋人件費 0 102,646 178,438 108,957 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 安全ステーション稼動日数
日

安全ステーション　　　 718 718

① 年間359日×2 718 －

活動
② －

成果 犯罪発生件数
件

刑法犯認知件数（1月～1 1,270 1,093

① 2月）前年実績－９％ 1,201 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

ふれあい安全ステーション・けやき安全ステーションは、年末年始を除く毎日開所することができ、稼働日数の目標を達成す
状況

ることができた。安全ステーションは、防犯パトロールの拠点や犯罪情報の交換の場として、地域の自主防犯パトロールなど
の分析

の支援等を行っていることもあり、犯罪発生件数は年々減少傾向が続いており、目標を達成することができた。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 21910 犯罪抑止対策事業

担当組織 市民生活部 防犯くらし交通課 担当 防犯担当

組織コード
R2 13 06 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 01 02 01 23 01 02

記入日 令和元年 5月24日
R1 13 06 00 R1 01 02 01 23 01 02

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 03 安心して安全に暮らせるまち ● 対象

分野 03 防犯

○ 対象外
施策 32 防犯体制の強化

事業期間 平成１７年度 ～ 令和２年度

戸田市みんなでつくる犯罪のないまち条例(平成１

根拠法令 ６年４月１日施行)・戸田市犯罪のないまちづくり 関連計画
通 達 等 協議会規則 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市民、市内事業者、市内各種団体

市民が、安全で安心して暮らせることができるよう「安全ステーション」を２カ所設置し、地域住民の方がパトロール等の

事業目的 打合せ場所に利用したり、隊員間や市民との情報交換等を行う防犯活動の拠点となる施設とする。また、防犯パトロール等

の警戒活動による犯罪防止活動の支援業務活動を目的とする。

安全ステーション２カ所には、それぞれ警察官ＯＢ１名を非常勤職員として任用（週５日）し、さらに警備員２名を配置し

て１カ所３名体制で運営する。主な業務は、市民の相談対応（道案内・防犯相談等）・自主防犯パトロールへの随行・地域

事業内容 住民とのコミュニケーションの場・パトロールの打合せ場所・講師依頼受託（町会・学校等）・警察官立寄場所としての活

動を行う。また、青色回転灯装備車両等による防犯パトロール等の警戒活動による犯罪防止活動の支援業務を実施する。他

にも防犯カメラの管理運用や設置補助を行い、犯罪発生の抑止に努めている。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市



整備を進めながら事業内容を検証し、他の小学校区への整備を進

めていく。

青色回転灯装備車両による防犯パトロールと安全ステーションの運営を委託していることで、警察官ＯＢによる

専門知識を地域の自主防犯活動に役立てるなど、地域や関係機関との連携が図りやすい体制が取れている。こう

した取り組みを継続するとともに、今後は、防犯カメラ設置による抑止効果も加えることで、さらに機動性の高

今後の取組方針 い総合的な犯罪抑止対策事業を実施していく。

6 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

Ａ Ａ －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

Ｂ Ｂ －

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

Ａ Ａ －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

Ａ Ａ －

４．令和元年度中に実施した見直し内容
小学校区を単位として、通学路を中心とした区域内の犯罪抑止や不審者、事故対策として、市で設置・管理する

「見守り防犯カメラ」の導入に向けた検討を行った。また、今後防犯カメラの増設が見込まれる中、防犯カメラ

見直し内容 に撮影される側のプライバシーに配慮した運用について規定した「戸田市見守り防犯カメラの設置及び運用に関

する条例」を制定した。

見守り防犯カメラの整備について、令和元年度にモデル地区として美女木小学校区に最大２０台を設置すること

とし、予算要求等を行うとともに、学校や地域から要望を伺いながら設置箇所の素案を作成した。

見直しの効果 また、戸田市見守り防犯カメラの設置及び運用に関する条例は、令和元年７月１日の施行に向けて周知を行って

いるところである。今後、これらが連動することで、個人情報に配慮しつつ、安全・安心のまちづくりに寄与す

ることが期待できる。

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

事業目的は、犯罪発生を未然に防止し犯罪発生件数を減少させることにある。青色回転灯装備車両による防犯パ

事業の方向性 トロールと安全ステーションの運営委託や補助制度を引き続き活用するとともに、町会・自治会における防犯カ

メラ設置の支援をしていく。

また、モデル地区における見守り防犯カメラの



10,543 10,543 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ３０目標 Ｒ１目標 Ｒ２目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ３０実績 Ｒ１実績 Ｒ２実績

活動 防犯灯要望件数
件

要件を満たす要望件数 1 1

① 1 －

活動
② －

成果 防犯灯設置の執行率
％

防犯灯設置数÷要望件数 100 100

① 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

防犯灯の設置要望については、町会等の要望内容を精査し、市の設置要件を満たすものについて設置を行い、目標を達成した
状況

。
の分析
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事務事業名 7145 防犯灯事業

担当組織 市民生活部 防犯くらし交通課 担当 防犯担当

組織コード
R2 13 06 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R2 01 02 01 23 01 03

記入日 令和元年 5月24日
R1 13 06 00 R1 01 02 01 23 01 03

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 03 安心して安全に暮らせるまち ○ 対象

分野 03 防犯

● 対象外
施策 32 防犯体制の強化

事業期間 平成１７年度 ～ 令和２年度

戸田市みんなでつくる犯罪のないまち条例（平成１

根拠法令 ６年４月１日施行）・戸田市犯罪のないまちづくり 関連計画
通 達 等 協議会規則・戸田市防犯協会規則 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
市民全体、市内事業者、市内各種団体

犯罪のない明るく住みやすいまちづくりを推進することから夜間の照明を確保し、路上犯罪を防止するために実施する。

事業目的

市民等の要望等を基にし、防犯上危険と認められる箇所に防犯灯を設置し、防犯灯の適切な管理・運用を行う。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 ■市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

防犯灯維持管 防犯灯維持管 防犯灯維持管 防犯灯維持管

理 理 理 理

事　業　費 0 6,449 6,449 6,449 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 6,449 6,449 6,449 0

人　件　費 0 0 4,093.8 4,093.8 0

投入 常勤職員 0人 0人 0.6人 0.6人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 6,449
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

Ａ Ａ －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

Ａ Ａ －

評価結果 事業手法は適正か。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

Ａ Ａ －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２９年度 ３０年度 １年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

Ｂ Ｂ －

４．令和元年度中に実施した見直し内容
防犯灯のＬＥＤ化について、当初５カ年計画だったものが３カ年で終了し、平成２６年度に区画整理地内を除き

完了できた。今後も市民の要望に応えられるようにしていきたい。

見直し内容

当初の予定よりも２年早く夜間の路上の明るさが確保されたこともあり、犯罪発生件数は毎年減少傾向にある。

このことから、犯罪の防止と歩行者通行の安全が確保されていると考えられる。また、長寿命なＬＥＤ防犯灯へ

見直しの効果 の切替により維持管理の手間を省き、経費を削減することができている。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和３年度で終了 ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了

＜判断理由＞

市内の防犯灯は区画整理地内を除き、蛍光灯式防犯灯からＬＥＤ式防犯灯へ切替えが完了したものの、設置後の

事業の方向性 維持管理は引き続き必要となっている。また、区画整理事業地内は事業の進捗状況に応じたＬＥＤ式防犯灯への

切り替えを実施していく。町会等の防犯灯設置要望への対応も随時あることから、今後も同様に事業を継続して

いくことが必要である。

　今後も、既設の防犯灯の維持管理はもちろんのこと、市民要望の防犯灯について設置基準に照合して随時設置

していくものとする。また、区画整理の進捗状況を見ながら順次ＬＥＤ式防犯灯に切り替えていく。

今後の取組方針


